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北海道総合通信局 無線通信部企画調整課

北海道管内における
平成１９年度電波の利用状況調査の

調査結果及び評価結果

要 旨

別 紙



平成１９年度調査結果からの総合通信局管内別の無線局分布状況
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平成16年度 127,404,286 5,294,042  8,307,889 46,096,876 4,056,944 2,858,663 14,943,210 21,158,030  7,103,875 3,906,936 12,600,614 1,077,207

平成19年度 192,754,282 7,875,557 12,487,678 72,021,152 5,981,397 4,164,662 21,424,586 31,718,867 10,631,756 5,645,961 19,254,478 1,548,188

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）

平成16年度 平成19年度

◎平成１６年度の無線局数と比較した場合
全 国は１．５１倍の増加
北海道は１．４８倍の増加
全国とほぼ同様の増加率となっている。

◎平成１６年度の無線局数と比較した場合
全 国は１．５１倍の増加
北海道は１．４８倍の増加
全国とほぼ同様の増加率となっている。

調査対象周波数帯 770MHzを超え3.4GHz以下の周波数



評価結果の概要

（１） 周波数の再編の進捗状況を注視する必要があるシステム

周波数割当計画において、他の周波数帯への移行が定められている次の無線利用システムについては、現在、周波数の再編が

進められているところであるが、移行が期限までに完了するよう、無線局数の推移等を注視する必要がある。

・ 地域防災無線通信

770MHzを超え3.4GHz以下の電波の利用状況については、おおむね適切と評価できる
が、一部の電波利用システムについては以下のとおり評価。

（２） 次のシステムについては、周波数の一層の有効利用を進めるための方策を今後検討する必要がある。

【周波数有効利用方策等の検討が必要な主なシステム】

・ 携帯無線通信

・ 800MHz帯映像FPU

・ ラジオマイク

・ パーソナル無線

・ 950MHz帯音声STL/TTL

・ 1.5GHz帯携帯無線通信

・ ルーラル加入者無線

・ 800MHz帯MCA陸上移動通信



① 携帯無線通信については、第３世代移動通信システムの周波数需要に対応するため、
地上テレビジョン放送のデジタル化に伴い空き周波数となる700MHz帯と900MHz帯を有効
活用することとし、現在使用している800MHz帯／900MHz帯からその一部である800MHz帯
への移行・集約を進めることが必要。

② 800MHz帯FPUについては、緊急報道等の放送番組制作に必要なシステムであり、現在
北海道内で運用されている無線局数は５局であるが、地上デジタル化に伴いＨＤＴＶ対応の高
質化を図る必要性があるため、狭帯域化等の更なる周波数有効利用方策を検討することが
必要。

③ 地域防災無線通信については、第３世代移動通信システムの周波数需要に対処する
ため、周波数割当計画に定められているとおり、平成23年5月31日までに260MHz帯（デジ
タル方式）へ、確実に移行が完了するよう無線局数の推移等を注視することが必要。

④ パーソナル無線については、無線局数が大幅な減少傾向にあることから、無線従事者
資格が不要な簡易な無線システムを確保することを前提に、現行の技術基準の適用期限
である平成３４年１１月３０日を期限とした廃止が適当。

各周波数区分において今後検討が必要とされた事項の概要 （１）

(1) 770MHz超960MHz以下 ①



① 1.5GHz帯MCA陸上移動通信については、周波数割当計画において周波数帯幅の削減期
限（平成17年5月及び平成21年5月）が定められていたが、既に周波数移行を完了。
② 1.5GHz帯携帯無線通信については、1.5GHz帯MCA陸上移動通信の割当周波数の削減等
を考慮した今後の周波数の有効利用を検討することが必要。

(4) 1.4 ＧHz超1.71GHz以下

⑤ 950MHz帯音声STL/TTLについては、現在北海道内で運用されている無線局数は1局と少
ないこと及び電子タグシステム等の需要に対処するため、放送事業用60MHz帯及び160MHz
帯を主な移行先として平成27年を目途とした移行を行い、有効利用を図ることが適当。

⑥ ラジオマイクについては、増加の需要に対応するためチャンネル数を増やす必要性があるた
め、デジタル方式の導入を検討することが必要。

⑦ 800MHz帯MCA陸上無線通信については、デジタル方式の普及が進んでいることから、ア
ナログ方式からデジタル方式への移行をより一層進めることが適当。

(1) 770MHz超960MHz以下 ②

各周波数区分において今後検討が必要とされた事項の概要 （２）



携帯無線通信については、移動通信システムの周波数需要に対処するため、2GHz帯にお
いてTDD方式を活用する移動通信システムの技術的な検討を行い導入を図ることが適当。

本周波数区分では、一部の帯域での運用制限がされているが、これを解消するため、
N-STAR衛星移動通信システムの端末の受信耐力向上に向けた技術的検討が必要。

国際的に使用周波数等が決められた各種レーダー等により使用されている帯域であり、

他の電気通信手段への代替及び他の周波数帯への移行は困難であるが、更なる周波数の
有効利用に向け、スプリアス低減技術等の開発を行い、それらの技術の導入を検討すること
が望ましい。

(5) 1.71ＧHz超2.4GHz以下

(6) 2.4ＧHz超2.7GHz以下

(7) その他 （ 960MHz超1.215GHz以下、 1.215ＧHz超1.4GHz以下、 2.7ＧHz超3.4GHz以下）

各周波数区分において今後検討が必要とされた事項の概要 （３）



電波法に定める
3,000GHz以下の周波数の
電波の利用状況の調査

電波法に定める
3,000GHz以下の周波数の
電波の利用状況の調査

周波数区分ごとの
電波の有効利用の
程度の評価

周波数区分ごとの
電波の有効利用の
程度の評価

調査・評価結果を踏まえ、周波数の再編を実施調査・評価結果を踏まえ、周波数の再編を実施

電波監理審議会への諮問

【調査する事項】
〇 無線局の数
〇 無線局の具体的な使用実

態
〇 他の電気通信手段への
代替可能性 等

３年を周期として、次に掲げる
周波数帯ごとに実施
① 3.4GHzを超えるもの
② 770MHzを超え3.4GHz以下
（平成19年度調査対象）
③ 770MHz以下

調査及び評価結果の概要の公表

例
・現在、電波は有効に利用され
ている
・使用帯域の圧縮が適当
・中継系の固定局は光ファイバ
等への転換が適当

国民の意見

例
・新規の電波需要に迅速に対応
するため、 電波再配分が必要
・既存の電波利用の維持が必要

③の調査 ②の調査 ①の調査

H17 H16 H15

H20 H19 H18

H21・
・・

・
・・

電波の利用状況の調査、公表制度の概要 (参考１) 参考資料



平成19年度調査の対象周波数帯の使用状況 (参考２－１)

470MHz～960MHz

TV放送（13～52ch）

公共業務・放送事業
（陸上移動）［1］
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722

放送事業［5］TV放送（53～62ch）［4］
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779
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特定ラジオマイク

806
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電気通信
（陸上移動）［3］
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IMTバンド［7］
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ラジオマイク
（特定小電力） 地域防災無線［9］ パーソナル無線

放送事業［5］
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：携帯電話［6］ ：MCA 960
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806
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770MHz超960MHz以下



平成19年度調査の対象周波数帯の使用状況 (参考２－２)

航空無線航行（DME/TACAN） 電波
天文

無線航行
衛星

移動
衛星↑
［5］

無線航行衛星

地球探査衛星↓［1］

アマ
チュア
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IMTバンド［7］ IMT-2000 宇宙運用↑［9］IMTバンド［7］ IMT-2000 IMTバンド［7］ IMT-2000 IMTバンド
［7］ ＩＭＴ-2000 IMTバンド
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1164
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各種レーダー（ARSR等）

GPS等
宇宙運用↑

移動
衛星↓
［5］ 移動衛星↑

電波
天文

気象援助
気象衛星［5］

2075.5

2170

2110

2200
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2205.5
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1980
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2010

2025

1920

1884.5
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2025.5公共業務（固定）

IMT（衛星↑）［8］ ルーラル加入者系無線 IMT（衛星↓）［8］ ルーラル加入者系無線

960

1710
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［3］
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960MHz超1.215GHz以下 1.215GHz超1.4GHz以下 1.4GHz超1.71GHz以下

1.71GHz超2.4GHz以下



平成19年度調査の対象周波数帯の使用状況 (参考２－３)

公共業務（固定・移動） 産業科学医療用（ISM） IMTバンド［４］

無線LAN等［1］

アマチュア
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移動衛星↓［2］

移動衛星↑［2］

電波天文

音声衛星放送

電波ビーコン（VICS）

2300
3000

[MHz]

広帯域移動無線
アクセスシステム［3］

放送事業
（固定・移動）
［６］

電通業務（固定衛星↓）

超広帯域無線システム［7］
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無線アクセス［10］

自動着陸誘導システム
（MLS)［11］

航空無線航行
（電波高度計等）

無線LAN
放送事業
（固定・移動）
［6］

固定衛星↓
プランバンド
［9］

電通業務（固定衛星↑）

無線LAN
産業科学
医療用
（ISM）

DSRC
等
［13］

気象レーダー
［12］
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3600

4200

3400

4500

4800

4900

5000

5150

5350

5850

5925

6425

5030
5091

5250

5470

5725
5770

5850
5875

6485
6570
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電通業務（固定） 各種レーダー電通業務（固定） 電通業務（固定）各種レーダー［5］

6500
[MHz]

3000 放送事業
（固定・移動）［6］

電通業務（移動）［8］電通業務（移動）［8］

3456

2.7GHz超3.4GHz以下2.4GHz超2.7GHz以下1.71GHz超
2.4GHz以下

2.7GHz超
3.4GHz以下


